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 R&Iグリーンボンドアセスメントは、グリーンボンドで調達された資金が、環境問題の解決に資する事業に投資される程度に対するR&Iの意見であり、事実の表明ではありません。
対象事業の環境効果等を証明するものではなく、環境効果等について責任を負うものではありません。R&Iグリーンボンドアセスメントは、信用格付業ではなく、金融商品取引業
等に関する内閣府令第299条第1項第28号に規定される関連業務（信用格付業以外の業務であって、信用格付行為に関連する業務）です。当該業務に関しては、信用格付行為に不
当な影響を及ぼさないための措置と、信用格付と誤認されることを防止するための措置が法令上要請されています。R&Iグリーンボンドアセスメントは、投資判断や財務に関する
助言や、投資の是非等の推奨をするものではありません。R&Iは、R&Iグリーンボンドアセスメントに際し関連情報の正確性等につき独自の検証を行っておらず、これに関し何ら
表明も保証もいたしません。R&Iは、R&Iグリーンボンドアセスメント（変更・取り下げ等を含む）に関連して発生する損害等につき、何ら責任を負いません。R&Iグリーンボンド
アセスメントは、原則として申込者から対価を受領して実施したものです。なお、詳細につきhttps://www.r-i.co.jp/docs/policy/site.html をご覧下さい。
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2019年12月25日 
 

【R&Iグリーンボンドアセスメント】 

東京センチュリー株式会社 第25回無担保社債 

（東京センチュリーグリーンボンド）    ：GA1 維持 

 

格付投資情報センター(R&I)は上記のR&Iグリーンボンドアセスメントを公表しました。 
 

【評価理由】 

 R&Iは発行体の開示資料において当初決められた枠組みに基づく事項が適切に実施されているこ

とを確認した。 
調達資金は全額、対象となる太陽光発電事業のリース資産取得資金のリファイナンスに充当された。

環境インパクト・レポーティングは2018年4月から2019年3月までの環境改善効果について予定した

内容が開示されている。 
9月9日に千葉県に上陸した台風15号の影響で対象事業のうち主要な発電所の一つが被災し、現在稼

働を停止している。被害状況についてはウェブサイトに適切に開示されている。停止した発電所の影

響で対象事業全体の発電量は低減するものの、事業全体としては太陽光発電による環境改善効果が期

待できる。被災した発電所を除く対象事業のリース資産残高はグリーンボンド発行額を十分に上回る。 
 

【評価対象】 

名称 
東京センチュリー株式会社 第25回無担保社債 

（東京センチュリーグリーンボンド） 
発行体 東京センチュリー株式会社 
発行額 100億円 

R&Iグリーンボンド 
アセスメント 

GA1（維持） 

発行日 2018年10月15日 
償還日 2023年10月13日 

 
R&I グリーンボンドアセスメントは、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関する内閣府令第

299 条第 1 項第 28 号に規定される関連業務（信用格付業以外の業務であって、信用格付行為に関連

する業務）です。当該業務に関しては、信用格付行為に不当な影響を及ぼさないための措置と、信用

格付と誤認されることを防止するための措置が法令上要請されています。 
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R&IのR&Iグリーンボンドアセスメントは、グリーンボンドで調達された資金が、環境問題の解決に資する事業に投資される程

度に対するR&Iの意見です。 R&Iグリーンボンドアセスメントでは、グリーンボンドフレームワークに関してのセカンドオピニ

オンを付随的に提供する場合があります。対象事業の環境効果等を証明するものではなく、環境効果等について責任を負うも

のではありません。R&Iグリーンボンドアセスメントは、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関する内閣府令第299条第1

項第28号に規定される関連業務（信用格付業以外の業務であって、信用格付行為に関連する業務）です。当該業務に関しては、

信用格付行為に不当な影響を及ぼさないための措置と、信用格付と誤認されることを防止するための措置が法令上要請されて

います。 

R&Iグリーンボンドアセスメントは、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではなく、またそのように解

されてはならないものであるとともに、投資判断や財務に関する助言を構成するものでも、特定の証券の取得、売却又は保有

等を推奨するものでもありません。R&Iグリーンボンドアセスメントは、特定の投資家のために投資の適切性について述べるも

のでもありません。R&IはR&Iグリーンボンドアセスメントを行うに際し、各投資家において、取得、売却又は保有等の対象と

なる各証券について自ら調査し、これを評価していただくことを前提としております。投資判断は、各投資家の自己責任の下

に行われなければなりません。 

R&IがR&Iグリーンボンドアセスメントを行うに際して用いた情報は、R&Iがその裁量により信頼できると判断したものではあ

るものの、R&Iは、これらの情報の正確性等について独自に検証しているわけではありません。R&Iは、これらの情報の正確性、

適時性、網羅性、完全性、商品性、及び特定目的への適合性その他一切の事項について、明示・黙示を問わず、何ら表明又は

保証をするものではありません。 

R&Iは、資料・情報の不足や、その他の状況により、R&Iの判断でR&Iグリーンボンドアセスメントを保留したり、取り下げた

りすることがあります。 

R&Iは、R&IがR&Iグリーンボンドアセスメントを行うに際して用いた情報、R&IのR&Iグリーンボンドアセスメントその他の意

見の誤り、脱漏、不適切性若しくは不十分性、又はこれらの情報やR&Iグリーンボンドアセスメントの使用、あるいはR&Iグリ

ーンボンドアセスメントの変更・保留・取り下げ等に起因又は関連して発生する全ての損害、損失又は費用（損害の性質如何

を問わず、直接損害、間接損害、通常損害、特別損害、結果損害、補填損害、付随損害、逸失利益、非金銭的損害その他一切

の損害を含むとともに、弁護士その他の専門家の費用を含むものとします）について、債務不履行、不法行為又は不当利得そ

の他請求原因の如何やR&Iの帰責性を問わず、いかなる者に対しても何ら義務又は責任を負わないものとします。R&Iグリーン

ボンドアセスメントは、原則として申込者から対価を受領して実施したものです。 

R&Iが評価対象の評価に用いる評価方法は、R&Iが独自の分析、研究等に基づいて作成したR&Iの意見の表明にすぎず、R&Iは、

評価方法の正確性、適時性、網羅性、完全性、商品性、及び特定目的への適合性その他一切の事項について、明示・黙示を問

わず、何ら表明又は保証をするものではありません。また、R&Iは、評価方法の開示によって、いずれかの者の投資判断や財務

等に関する助言を行い、又は投資の是非等の推奨をするものではありません。R&Iは、評価方法の内容、使用等に関して使用者

その他の第三者に発生する損害等につき、請求原因の如何やR&Iの帰責性を問わず、何ら責任を負いません。評価方法に関する

一切の権利・利益（特許権、著作権その他の知的財産権及びノウハウを含みます）は、R&Iに帰属します。R&Iの事前の書面に

よる許諾無く、評価方法の全部又は一部を自己使用の目的を超えて使用（複製、改変、送信、頒布、譲渡、貸与、翻訳及び翻

案等を含みます）し、又は使用する目的で保管することは禁止されています。 


